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2004年度研究行事概要報告
第30回公開講座
開催日 2004年1月26日（金）
場所関西大学第 1学舎2号館Bl02教室
報告者・テーマ
石井一正
（関西大学大学院法務研究科教授・元札
幌高等裁判所長官）
「わが国における国民の司法参加
—裁判員制度など―」
司会松代剛枝（関西大学法学部助教授）
参加者 84名
5年以内の導入が決定された裁判員制度を
中心に、検察審査会など既存の制度も含めて、
国民の司法参加の諸制度の意義と問題点に関
する講演を聴いた。
元高裁長官としての経験に基づいて既存諸
制度の特に現場での運用上の困難さなどが解
説された上、新制度において同様の問題が生
じる可能性も示唆された。
第31回公開講座
開催日 2004年12月17日（金）
場所関西大学第 1学舎2号館B202教室
報告者・テーマ
チミット（其木提）
（上海交通大学法学院助教授）
「中国民法典制定と弱者保護
―居住権をめぐる議論を手がかりに一」
司会孝忠延夫
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 130名
中国では、 1950年代、 60年代および80年代
に計4回、民法典の起草作業に着手したが、
そのいずれも成案にいたらなかった。 1998年
に都合5度目となる民法典起草作業に着手さ
れ、 2010年までの採択が目指されている。そ
の中で、 2002年12月に、全国人民代表大会常
務委員会で民法典草案が審議され、草案はイ
ンターネット等をつうじて、一般に公開され
た。草案は全 9 編1209条（総則• 物権法・契
約法・人格権法・婚姻法・養子法・相続法・
不法行為法・渉外法律関係の法律適用）から
なる。このうち、契約法、婚姻法、養子法、
相続法は、現行法をそのまま組み入れたかた
ちとなっている。
ところで、草案の公表により、これまで議
論されていた問題のうち、たとえば民法典の
編成をどうするかといったような問題に対し
ては、一定程度の道筋がついたといえる。他
方、これにより顕在化した問題も存在し、今
回のチミット氏の報告テーマである居住権も
また、その一例である。
報告ではまず、ローマ法以来の居住権をめ
ぐる史的変遷および日本をはじめとする諸外
国での立法例を鳥廠し、ついで、中国におけ
る議論の状況が紹介された。居住権に賛成す
る論者は、• 主に、離婚によって、あるいは、
住み込みで働く家政婦• 子守等が雇主から解
雇されることによって、新たな居住先が確保
できない場合、これらの者の生活の場を確保
する必要性があることから、これらの者が引
き続き居住し続けることができるよう、居住
権を用益物権として民法典に規定すべきであ
るとする。しかし、もっとも深刻かつ喫緊な
問題としては、弱者保護、とりわけ中国にお
いても近時急速に進行している少子高齢化
（ひとりっ子政策と生活・医療水準向上によ
る高齢化）という文脈の中で、高齢者の生
活・扶養を確保する、いわば社会保障的な手
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段としての必要性が強調されているという。
その背景には、中国の脆弱な社会保障制度と
ともに、中国人の伝統的な価値観の影響があ
るとされる。他方、諸外国の立法例に居住権
がほとんど規定されていないこと、他の法的
な手当によって居住権を規定すると同様の保
障が可能であり、現に中国現行婚姻法の扶養
義務規定等をつうじて解決が可能であること
等を理由とした否定論が紹介された。最後に、
居住権を設けることによる住宅の市場価値の
不透明化、社会的需要がさほど大きくないこ
とおよび他の法的手当の存在から、チミット
氏自身は否定論を支持するとの見解が示され
た。報告に続き、中国民法典の起草状況、居
住権および報告で言及された典権（中国の伝
統的な担保物権）をめぐって、参加者との間
で活発な質疑応答がなされた。
第28回現代法セミナー
開催日 2004年7月10日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
あがた
縣公一郎
（早稲田大学政治経済学術院教授）
「後期高等教育における法学・政治学教育
のありかた
―公共政策系大学院の可能性一」
討論者
足立幸男
（京都大学大学院人間・環境学研究科教授）
橋本信之（関西学院大学法学部教授）
司会土倉莞爾
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 24名
後期高等教育の充実が唱えられてから久し
い。専門職大学院の設置があちこちで話題と
なる昨今である。本学でも法科大学院が本年
4月にスタートした。今日における法学・政
治学教育のあり方を問い直す気運が高まって
きている。
第28回現代法セミナーは、平成15年4月に
大学院公共経営研究科が発足した早稲田大学
から、設置に中心的に関わってこられた縣公
一郎教授にご講演をいただいた。また、討論
者として、このテーマに様々な点で関心と関
わりを持っておられる京都大学の足立幸男教
授、関西学院大学の橋本信之教授にご発言を
いただいた。
講演は、早稲田大学大学院公共経営研究科
の設置理念、カリキュラム、入学選考などの
多岐の論点にわたって詳細、明確におこなわ
れ、多数の聴衆の感銘をよんだ。また、足立、
橋本両教授の論点を深化させる発言も印象深
いものがあった。
続いて、質疑応答が行われ、京阪神の各大
学の専門職大学院関係者からの具体的な経験
に基づく発言は、セミナーをさらに充実させ
ることとなった。
第29回現代法セミナー
開催日 2005年3月16日（水）
場所児島惟謙館第 1会議室
全体テーマ 「EU25カ国体制のゆくえ」
報告者・テーマ
田中 俊郎（慶應義塾常任理事、法学部教
授、ジャン・モネ・チェア、前日本EU
学会理事長）
「EU統合と市民」
庄司 克宏（慶應義塾大学大学院法務研究
科教授、ジャン・モネ・チェア）
「欧州憲法条約と EU」
討論者山下英次
（大阪市立大学大学院経済学研究科教授）
司会土倉莞爾
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 37名
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EUは今や25加盟国、 4億5000万人からな
る大機構となった。それは、単―市場と単一
通貨（ユーロ）を擁するだけでなく、共通の
安全保障、防衛政策や国境管理・治安政策を
担っている。 EUはこのまま連邦国家に発展
して行くのであろうか？なぜEUは「憲法」
を必要とするのか？それは加盟国の憲法と
いかなる関係を持つか？
他方、 EUは、市民またはその選挙された
代表が、透明性ある決定手続きに民主的に参
加することを通じて、どの程度政治権力の正
統化がなされているかという点から評価する
と、あまり芳しい評価を受けていない。「民
主主義の赤字」という批判はその最たるもの
である。
庄司克宏教授の報告「欧朴I憲法条約と E
u」は、欧朴l憲法条約が「多様性の中の結
合」をEUのモットーとしているが、これま
での EU統合においては「多様性」と「結
合」の間で非対称性が生じていることを解明
した。このような結果生じる状態は「正統な
多様性」と呼ばれることがある。
コンセンサスの欠如による「正統な多様
性」から生じる非対称性の問題に対して、欧
州憲法条約の起草者は、第 1にEU立法の効
率化のため特定多数決に二重の多数決制を導
入し、第2に特定多数決条項の拡張を行った。
さらに、第3に一部の加盟国の間で統合を進
める手段としての「補強化協力」の発動を容
易化した。以上の論点について具体例をあげ
ながら詳細な報告がなされた。
田中俊郎教授の報告「EU統合と市民」は、
ヨーロッパはエリート社会であり、市民の声
を政治に反映させる仕組みは、選挙、国民投
票、世論調査という観点に立って、 EU統合
と市民の問題の歴史過程を概観した。すなわ
ち、エリート指導の統合始動期、 EEC/E
Cの時代、欧州連合条約の時期、欧州憲法期
の4つの時期にわたって詳細に論及して、結
論として、 EU・ 国家・地方の共存性の必要
性があるにもかかわらず、エリートと大衆間
の溝は大きいこと、「欧州憲法条約」も終着
駅ではないことが確認された。さらに、国際
政治経済安保における EUの存在はますます
重要になること、 2005年は日 ・EU市民交流
年にあたるわけで、日本はEUとの関係を
もっと重視すべきであることが提唱された。
以上の2報告の終了後、山下英次教授から、
日本の将来は、米国の一極支配体制の維持に
加担するのではなく、自ら積極的に多極化、
多元化を促し、世界の新しい枠組みを建設す
ることにあるという問題意識のもとで、両報
告の細部にわたるまで丁寧で生産的なコメン
トが寄せられた。
このあと、会場からも重要で有意義な質問
が相次ぎ、二人の報告者の周到な回答をいた
だいて、大盛況のうちに時間通りにセミナー
を終了した。
第34回シンポジウム
開催日 2004年10月14日（木）
場所児島惟謙館第1会議室
全体テーマ 「現代民主主義のゆくえ
ヨーロッパから考える一」
報告者・テーマ
アンヌ・ミュクセル（パリ国立政治学院
フランス政治研究所教授）
「ヨーロッパ諸国における棄権の増大
どんな民主主義へ」
パスカル・ペリノー（パリ国立政治学院
フランス政治研究所所長・教授）
「ヨーロッパにおける極右とポピュリズム」
討論畑山敏夫（佐賀大学経済学部教授）
通訳大久保朝憲（関西大学文学部助教授）
友谷知己（関西大学文学部助教授）
司会土倉莞爾
（関西大学法学研究所研究員・法学部教授）
参加者 15名
共催東京大学法学部・政治系COE
東京大学比較法政国際センター
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ヨーロッパの民主主義に、現在、何が起
こっているか？ フランスにおける2002年の
大統領選挙と国民議会選挙は、民主主義と市
民の繋がりが単純ではないことを明らかにし
た。選挙キャンペーンヘの関心は弱かったし、
大統領選挙第 1回投票と、国民議会選挙第2
回投票の棄権率は記録的に高いものとなった。
のみならず、 4月21日の大統領選挙第 1回投
票では、システム外の候補者が「大成功」を
おさめた。また、大統領選挙第2回投票まで
の動員は大々的なものとなった。この時、市
民は投票箱による民主主義に疑いを持つよう
になったように思われる。同質的な市民とい
うモデルは、文化的相違、社会的多様性に
よって亀裂を来たしたかのようである。
以上のような観点から、フランスにおける
選挙研究と極右現象の研究に造詣の深い二人
のフランス人研究者に、日本における現代フ
ランスの極右研究の第一人者を交え、ヨー
ロッパから考えた現代民主主義のゆくえを縦
横に議論したのが今回のシンポジウムであっ
た。
まず、ミュクセル氏から、「ヨーロッパ諸
国における棄権の増大一一どんな民主主義
へ 」の次のような報告があった。
加盟国数が25となった新たなヨーロッパで、
2004年6月に行われたEU議会選挙は、空前
の低投票率だった。問題は、個人の学歴や、
社会的・経済的地位や、社会生活への適合度
であるとしてきた古典的社会学的モデルだけ
では、棄権という現象は解釈出来なくなって
いることである。
「政治の内部の」棄権者と、「政治の外部
の」棄権者がある。「政治の内部の」棄権者
とは、比較的若く、学歴もあり、社会生活へ
の適合も果たしている人々である。彼等は政
治に関心があると自分でも認め、何らかの政
党を支持している。彼等が棄権するのは政治
離れのためではない。現在、棄権とは、何ら
かの病状であるとか、何らかの「欠如」の様
態である、とのみ考えることはできない。将
来、棄権は市民の持つ正当な権利の一つとし
て見なされるようになる、とミュクセル氏は
考える。
明日のヨーロッパ市民達の横顔を描き出す
とすれば、彼等は恐らく、欧朴I統合支持者で
あり、政治家や政治組織には一定の批評意識
を持ち、必要とあらば投票と棄権を使い分け、
彼等自身のイニシアチヴによる抗議活動や市
民運動を、民主主義体制の健全なあり方のた
めの切り札をするような人々であろうという
のが氏の結論であった。
次に、ペリノー氏から、「ヨーロッパにお
ける極右とポピュリズム」の報告があった。
氏によれば、現在のヨーロッパの多数の諸
国において、ポピュリスト政党、ナショナリ
スト政党、極右政党の進出が顕著になってい
る。ポピュリズムとナショナリズムを押し出
すこれらの極右政党には様々なものがある。
1994年以来、極右はヨーロッパ規模の一つの
グループを作ることは出来ず、 EU議会では
複数のグループに分裂している。
ヨーロッパの多くの国で、古典的な左／右
という分裂とはあまり関係のない分裂が現れ
てきた。この分断は、一方で、グローバリ
ゼーションやヨーロッパ建設、複合文化的な
社会に適応した人々、他方で、国境に鍵をか
け、多少とも「閉じた社会」のモデルを推奨
することで変化を免れるだろうと信じる人々
の対立となってきている。しかしながら、ペ
リノー氏は、極右の成功は「政治における歓
喜は20世紀の悪夢」なので、現代政治の困難
さの反響でしかないとする。
討論者の畑山敏夫氏は、日本においても、
政治に対する不信、政党や政治家への軽蔑や
嫌悪、政治的代表制の危機、経済不況や社会
の変化への不安などの現象が存在すると述べ
た。現代ヨーロッパにおいて、極右は、グ
ローバル化に直面して、国民共同体への退却
と、国民の利益とアイデンテイティを守るこ
とを訴えているが、近代性の行き詰まりとグ
ローバル化の状況が続くかぎり、極右の脅威
は解消しないと考えられる。それでは、同じ
ような条件を抱えた日本は、なぜ、極右現象
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を経験していないのか？それは、日本の政治
研究者が考えるべき課題であると締めくくつ
た。
会場からもいくつかの質問が提起された。
それらは、「棄権と代議制の正統性の関係は
どうなるのか」（八谷まち子氏）、「decentralisation
→ democratie localeは棄権克服の条件改善に
ならないか」（岡村茂氏）、「恒常的棄権者は、
選挙権未登録者を含めると、 15-20%になる
のではないか」（岩本勲氏）といったもので
あったが、このほかにも白熱した議論が展開
され、活発なシンポジウムが終了時間まで続
いた。
第35回シンポジウム
開催日 2005年 1月22日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
北原鉄也
（大阪市立大学大学院創造都市研究科教授）
「都市計画の新動向」
討論
村上弘（関西大学法学研究所委嘱研究
員・立命館大学法学部教授）
曽我謙悟
（大阪大学大学院法学研究科助教授）
司会森本哲郎
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
（病欠のため、若田恭ニ・法学研究所所
長が司会を代行。）
参加者 25名
日本の都市における「街並みの醜悪さ」、
それに比べて欧米諸都市の「美しい街並み」。
「日本の都市計画は何と遅れていることか」
という嘆きと批判。これらはあまりにしばし
ば聞かれる定番の言説となっている。それで
は、この「遅れ」を解消するにはどうすれば
よいのだろうか。ここで考えねばならないの
は、都市計画は「創造主が無から生み出す」
というようなものではない、ということだ。
あくまで既に存在する政治・行政システムを
媒介にして、策定され実行されるものだとい
うことである。だとすれば、「都市計画の現
状」を認識し、そしてこれを踏まえた「より
よい都市計画」に向けての改革を行うために
は、現実の政治過程・行政過程の中に都市計
画過程を位置づけて理解することが不可欠と
なるであろう。政治学・行政学の立場から都
市計画を分析することが求められる理由はこ
こにある。
以上の観点から開催された本シンポジウム
では、政治学・行政学の分野における都市計
画研究の第一人者である北原鉄也教授をお招
きし、一方で地方分権化改革など政治・行政
システムの近年の変化、他方では新しい研究
成果の蓄積といったものを踏まえて、都市計
画と都市計画研究に見られる最近の動向を中
心にお話しいただいた。その概要は以下のと
おりである。 1.1990年代以降の都市計画制
度改革、 2. 都市計画は何をめざすかーマス
タープラン、 3.都市計画で何ができるか一
都市形成のメニュー・手段、 4. 都市計画は
誰が決めるかー地方分権と住民自治、 5. 日
本の都市計画は今？、 6.計画の論理：自治
的管理型都市計画の諸問題、補論都市計画
に関する諸理論。
また討論者として、この分野に造詣の深い
村上弘教授、曽我謙悟助教授のお2人をお迎
えし、多面的な角度から詳細なコメントをい
ただいた。実務家をはじめ学外からの参加者
も多く、活発な論議が交わされて大いに盛り
上がりを見せたシンポジウムとなった。（な
お、報告者および討論者による当日の報告・
討論を踏まえた論稿が本誌第17号に掲載の予
定である。あわせて参照されたい。）
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第50回特別研究会
開催日 2004年4月24日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
エーミル プリュヴァチェフスキー（ビア
リストック大学 刑法・犯罪学研究所所長）
「ポーランドにおける汚職と組織犯罪」
通訳
山中敬一
（関西大学大学院法務研究科教授）
葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
司会葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 10名
組織化された経済犯罪は、国家を破壊させ
経済システムと国家構造の動揺を引き起こし
うる。その被害者は、匿名・多数であり、し
かも、目に見えない。しかし、その社会に対
する被害は甚大である。
組織犯罪は、次の四種類の一般的な「衛星
犯罪」（サテライト犯罪）を伴う。①準備犯
罪 組織的経済犯罪を実行する際に利用され
る書類の偽造をも含む。②補強犯罪 特定の
領域における、または特定の活動領域（取引、
職務行為）における犯罪集団の地位を補強す
るものである。犯罪的テロとして実行される。
③費消犯罪 最も頻繁には資金洗浄の形で行
われる。④汚職犯罪 組織犯罪集団の活動と
組織的経済犯罪に関する、経済的・行政的・
政治的な「後ろ盾」を樹立する。
経済地下組織の「サメ（ボス）」が「犯罪
キャリア」を昇進していく過程は、次のよう
なものである。第 1に、莫大な財産を不法に
短期間で獲得する。第2に、不法な財源から
の収入を合法化し、合法的な「隠れ蓑として
の機関」へと投資する。第3に、重要な「社
会的コネ」つくりである。第4に、著名人の
選挙キャンペーンに秘密裏に資金援助するこ
とである。第 5に、権力への介入である。
（下院または上院の議席の獲得による）
2000年から2001年に中央調査局の警察官、
組織犯罪担当の検察官、区裁判所・行政管区
裁判所・控訴院の刑事裁判官ならびに王冠証
人に対してアンケート調査が行われた。そこ
では、組織犯罪に対する国家の抵抗力につい
ては、割合はさまざまであるがネガティブな
回答も多い。警察などの司法機関に対する組
織の影響力に対して質問され、それぞれ高い
割合で、肯定している。アンケート結果によ
ると、組織犯罪集団は、訴追機関と司法機関
のさまざまな種類と態様に影響を及ぼそうと
している。これらの機関の買収の方法は巧妙
である。例えば、①退職した検察官、警察官、
裁判官との接触による。②小銭の融資、カー
ドの負債を払うなどの手段により巧みに買収
する、③恥ずかしい写真等をつかって影響力
を行使する、④警察官、検察官、裁判官の金
銭的問題を示す財務記録を収集する、などで
ある。
汚職を予防し克服するには、次の対策が必
要である。①内務大臣は、汚職と戦うために
反汚職戦略を紹介すべきである。社会におけ
る汚職現象のネガテイヴな側面をマスコミ等
を通じて宣伝すべきである。②内務大臣と司
法大臣は、汚職と違法行為に対する公務員の
責任の加重を提案すべきである。
最後に、組織犯罪と汚職を克服するために
は、統一的な科学的分析にもとづいた組織犯
罪対策システムを創出することが重要である。
第51回特別研究会
開催日 2004年5月15日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
鎌倉利行 （弁護士）
「大津事件
捜査記録にみる犯行の動機一—-」
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コーディネーター
市川 訓敏 （関西大学法学部教授）
司会市原靖久 （関西大学法学部教授）
参加者 17名
まず、鎌倉氏から、同氏著『大津事件考J
（大阪大学出版会、 2003年10月16日刊）の内
容に基づきながら、概略以下のような報告が
なされた。
大津事件についてのこれまでの研究は、犯
行後に生起したさまざまな問題を取り扱った
ものであって、犯行動機そのものについての
十分な解明が行われているとはいいがたい。
大審院大津事件判決が認定した被告• 津田
三蔵の犯行動機には疑問がある。判決は、ロ
シア皇太子一行は後日の日本侵略に備えて日
本の地理形勢を偵察するために来日するのだ
との噂を津田が盲信し、皇太子に天誅を加え
ようと考え本件犯行に及んだものとするが、
供述調書や捜査記録等を詳細に検討すれば、
そのような「憂国の情」に基づく犯行である
とは考えられない。
津田の犯行動機は、 (1)西南戦争に従軍し、
その軍功によって叙勲したことについての津
田の強い衿持、 (2)西郷隆盛生還の風説が流
布したこと ((1)に対する重大な脅威）、 (3)
津田三蔵の特異な性格（分裂病様性格）、の
三者が相まって犯行の素因となり、それが三
井寺境内記念碑前で警備についたときの感
動・興奮•憤激など種々の感情の交錯によっ
て顕在化したと考えられる。
大審院による犯行動機の認定は、大審院予
審判事に任命された大津地裁判事・土井庸太
郎が、ロシア皇太子と天皇の会見を控えた時
間的切迫のなかで急ぎ作成した予審調書に依
拠していると考えられるが、土井の予審調書
は大津地裁の予審判事三浦純太郎が作成した
予審調書を転用しており、結局は、三浦の認
定した犯行動機が大審院の認定した犯行動機
となっている。三浦は津田を具に取り調べた
が、なかなかその犯行動機を掌握することが
できず焦燥に駆られていたところ、取り調べ
時間全体の約半分が経過したときに現れた「
憂国の情」に基づく犯行という動機らしきも
のに飛びつき、その線で犯行動機をまとめた
と思われる。
次に、コーデイネーターの市川教授から、
鎌倉氏の報告に対して、大津事件研究史にお
ける鎌倉説の意義、鎌倉説の理論的射程の広
がり等に言及するコメントがなされ、鎌倉氏
から若干の補足があった後、討議に入った。
討議では、津田の特異な性格と責任能力の
関係、児島惟謙の行動に対する法曹界の評価、
青木ーシェーヴィッチ協定の問題などが論点
となり、意見が交換された。
第52回特別研究会
開催日 2004年6月19日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
ゲルハルト ヴェルレ（関西大学法学研究
所招へい研究者・フンボルト大学教授）
「国際刑事裁判所ローマ規程実施上の
諸問題」
通訳•司会葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 25名
国際刑事裁判所ローマ規程を国内法化する
形態の一つのモデルとして近時成立したドイ
ツ国際刑法典の内容につき詳細な報告を聴い
た上で、これを素材として国際刑法のあるべ
き姿について意見交換を行った。特にその特
徴である普遍主義の是非に議論が集中した。
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第53回特別研究会
開催日 2004年9月8日（水）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
ライモ・ラハティ
（ヘルシンキ大学教授）
「フィンランド刑法の特徴と最新の立法動向」
通訳ー原亜貴子（関西大学非常勤講師
〔当時・現在は小樽商科大学助教授〕）
司会葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 7名
おおむね、以下のような内容の報告を巡っ
て討議を行った。
1889年フィンランド刑法の大改正は2003年
に主要部分を終え、後は正式な新刑法典の公
布を待つのみである。改正は、 ドイツ語圏諸
国及び他の北欧諸国の刑法を手本として行わ
れた。
改正の内容は多岐にわたるが、特に各則の
改正に重点が置かれた。なかでも経済犯罪及
び環境犯罪といった経済活動に関する刑事規
制の強化は、抽象的な危殆化責任の拡張であ
り、刑法の限界を真摯に受け止めるべきで
あったとして、学説から批判を受けている。
一般的な刑法理論に関係する改正点として
は、罪刑法定主義、不作為の可罰性及び間接
正犯に関する規定等が挙げられる。法人の刑
事責任に関する諸規定も置かれ、これらは伝
統的な刑法理論に大きな影響をもたらすこと
が予想される。
今回の改正では刑法の国際化及びヨーロッ
パ化の傾向が明確には反映されていないが、
今後、ヨーロッパの刑法解釈学及び刑事政策
における（ヨーロッパ以外の国々をも含め
た）比較法的な研究はますます重要性を増す
であろう。
第54回特別研究会
開催日 2005年2月10日（木）
場所児島惟謙館第1会議室
報告者・テーマ
スチュアート・ストライクラー（東北大学
大学院国際文化研究科・法学研究科フル
ブライト講師）
「戦争と合衆国憲法の現在」
司会大津留（北川）智恵子
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
参加者 20名
アメリカ合衆国憲法は、最高司令官である
大統領と、宣戦布告をおこなう議会の双方に
対して、戦争権限を分掌させている。しかし
歴史を通して、戦時における大統領や軍部の
権限は拡大し、司法は戦争権限という政治的
な問題に関与しようとはしなかった。出口の
みえない対テロ戦争の時代だからこそ、憲法
が定める戦争権限について改めて議論する必
要性があるというのが、本報告の問題意識で
あった。
憲法の定める戦争権限については、憲法の
条文そのものや憲法制定の意図から解釈する
という方法があるが、いずれも多様な解釈が
可能で、かえって疑問を拡大してしまう。憲
法の解釈ではなく、むしろ憲法が定めたアメ
リカ政府の構造から、戦争権限がどのように
抑制されるべきだと憲法が考えているかがわ
かる。つまり、合衆国憲法は権力が集中する
ことに不信感を持ち、熟議する民主的意思決
定を重視するという価値観を示している。そ
こから類推すると、閉鎖的で少数による意思
決定をおこなう大統領ではなく、公開の場で
討議を重ねて意思決定をおこなう議会が、戦
争を始めるという決定に大きく関わることが
必要だとわかる。しかし、この重大な決断を
預かる議会の決定には政治的要素が大きく関
与し、必ずしも必要な判断が必要な時期にな
されてこなかった。戦争からの出口を確保し
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ようとした1973年の戦争権限法すら実質的に
機能していない。権力の拡大をいかに抑制し
ながら、脅威に対処できるかが今後の課題で
あると報告は結ばれた。
以上の報告に対し、アメリカ国内の問題に
終始するのではなく、国連憲章との関係で軍
事行為の合法性を規定すべきではないか。大
統領が不当な戦争を開始した場合にどのよう
な制裁がありうるのか。 21世紀には時代遅れ
になっている合衆国憲法の全面的な改正はな
いのか、などの質問がなされた。アメリカが
軍事行動を起こす時、それは国内政治の問題
であると同時に国際社会の行方に大きく影響
を及ぼしている。 21世紀において、戦争権限
をめぐる議論が視野を広げることが必要であ
るし、民主政治の最終責任は有権者が負って
いるという事実も認識されなくてはならない。
大きな課題を投げかけた研究会であった。
第43回総合研究会
開催日 2004年7月24日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
浅野 宜之（関西大学法学研究所委嘱研究
員・聖母女学院短期大学助教授）
「インドの地方選挙における欠格事由」
参加者 15名
報告者より、インド農村部における地方自
治体（パンチャーヤト）について、その議員
らが子どもを三人以上もうけることにより欠
格となる規定（通称子ども二人規定）が、
アーンドラ・プラデーシュ、ハリヤナ、マ
デイヤ・プラデーシュなど一部の1-Mにおいて
存在することがまず紹介され、当該規定及び
これに関わる判例の紹介がなされた。とくに
検討の対象となったのは、ハリヤナ朴Iにおけ
る事例で、最高裁判所において同朴l法の子ど
も二人規定が合憲とされた判例であった。さ
らに、当該判例に対しての社会活動家や知識
人、ジャーナリストからの意見を検討し、判
決に批判的な意見の背景、規定の問題点など
を示した。最後に、子ども二人規定について
検討していく上での今後の課題が提示された。
報告に対し、出席者からは、まずパン
チャーヤトの性質についての質問があった。
続いて、インド全土ではなく一部の外Iのみで
子ども二人規定がもうけられていることの意
味（背景）、さらには最高裁の判例において、
原告（規定により欠格とされたことを不服と
し、提訴した者）が憲法第14条（法の前の平
等）や第21条（生命の権利）などの規定を根
拠として訴訟を提起したことの理由などにつ
いて質問があった。報告者からはこれに対し、
子ども二人規定がもうけられている州には政
治的画一性などはみられないこと、制定時期
などもばらつきがあることが紹介され、特定
の1-Mにおいてのみ子ども二人規定がもうけら
れていることの背景については、今後の課題
であるとの回答があった。また、訴訟の根拠
とされた規定については、憲法第243F条お
よび第2430条において、原則として選挙問
題（欠格事由の問題）について裁判所が関与
しないことが定められていることが背景とし
てあるのではないかとの意見が出された。
以上のように、報告に対してさまざまな視
点からの質問、意見が寄せられ、活発な意見
交換がなされた。
第44回総合研究会
開催日 2004年12月18日（土）
場所児島惟謙館第 1会議室
報告者・テーマ
伊室 亜希子（関西大学法学研究所研究
員・法学部専任講師）
「管理費を原資とするマンション管理会社
名義の銀行預金債権の帰属と信託の成立」
参加者 17名
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マンションの区分所有者が拠出した管理費
や修繕積立金を原資として、管理会社名義で
開設された銀行預金口座は、管理組合に帰属
するか、それとも管理会社に帰属するか。特
に、管理会社が倒産した場合に問題となる。
高裁レベルでは、管理組合帰属とする裁判例
が出ている（東京高判平成12年12月14日、東
京高判平成11年8月31日）。
また、この裁判例を契機として、マンショ
ン管理費については、マンション適正化法と
いった立法的手当てがなされており、他の預
かり金に比べてトラブルの予防が図られてい
る。
しかし、他人（委任者）のために金銭を保
管すべき者（受任者）が自己名義で専用口座
に預金をして分別管理している場合の預金債
権の帰属に関する最高裁判決が平成15年に 2
件出され（最二小判平15年2月21日民集57巻
2号1頁、最ー小判平15年6月12日民集57巻
6号 1頁）、ここでは、どちらも受任者帰属
とされた。
この影響により、預金口座が一定の場合に
管理会社帰属とされる余地も出てきた。しか
し、その場合でも、管理費を保護するために
は、信託法理を活用して、管理会社を受託者、
管理費を信託財産として、管理会社の固有財
産とは独立の財産として把握する可能性があ
ると解する。
（詳細については、伊室亜希子「管理費を原
資とするマンション管理会社名義の銀行預金
債権の帰属と信託の成立」関西大学法学論集
54巻5号79頁以下を参照のこと）
学術フロンティア推進事業国際シンポジウム
開催日 2004年7月3日（土） 4日（日）
場所関西大学尚文館 l階
マルチメデイアAV大教室
全体テーマ
「名護金融特区・国際金融革命と法」
7月3日（土）
テーマ「名護金融特区の現状と展望」
報告者・テーマ
阪上允博（名護市政策推進部金融特区・
情報化推進室主査）
比嘉盛樹（名護市政策推進部金融特区・
情報化推進室主査）
「名護市の金融センター」
コメント徳本穣
（専修大学大学院法務研究科助教授）
報告者・テーマ
近藤健彦（浜松学院大学学長）
「名護金融特区とアジア債券市場構想」
コメント
松尾 順介（関西大学法学研究所学術フロ
ンティア推進事業研究員・阪南大学経営
情報学部教授）
横山史生
（奈良産業大学経済学部助教授）
報告者・テーマ
大垣 尚司（立命館大学法学部教授）
「ビジネスモデルの可能性」
コメント辻美枝
（税理士• 関西大学大学院博士後期課程）
報告者・テーマ
滝川 敏明（関西大学法学研究所学術フロ
ンティア推進事業研究員・大学院法務研
究科教授）
「銀行規制と市場規律」
報告者・テーマ
村井 正（関西大学法学研究所学術フロ
ンティア推進事業主幹・法学部教授）
「アイルランドのIFSCはなぜ成功したか」
参加者 39名
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7月4日（日）
テーマ「国際金融革命と法」
司会・報告者は関西大学法学研究所学術フロ
ンティア推進事業研究員
(I)金融法学の視点から
司会
早川徹
（主幹•関西大学大学院法務研究科教授）
報告者・テーマ
大和正史
（研究員•関西大学大学院法務研究科教授）
「金融機関等の組織再編について」
早川徹
（主幹•関西大学大学院法務研究科教授）
「企業金融と会社法」
石田箕得
（研究員・大阪府立大学経済学部助教授）
「証券投資業者の包括的規制一米国の投資
会社を参考に一」
(n)金融の視点から
司会
宇恵 勝也（主幹•関西大学商学部教授）
報告者・テーマ
堀江康熙（研究員・九州大学大学院経済
学研究院教授）
「地域金融機関と企業取引」
足立 光生（研究員・名古屋商科大学会計
ファイナンス学部助教授）
「金融市場における戦略的分析」
忽那 憲治（研究員・神戸大学大学院経営
学研究科助教授）
「雇用創出と成長中小企業」
(m)国際課税の視点から
司会
村井正 （主幹• 関西大学法学部教授）
報告者・テーマ
村井 正 （主幹• 関西大学法学部教授）
「団体法からみた金融課税」
コメント
占部 裕典（研究員・同志社大学大学院司
法研究科教授）
報告者・テーマ
宮本 十至子（研究員・立命館大学経済学
部助教授）
「金融取引と国際課税」
コメント
谷口 勢津夫（研究員・大阪大学大学院高
等司法研究科教授）
報告者・テーマ
前川聡子
（研究員•関西大学経済学部助教授）
「金融所得の一体課税」
コメント
鶴田 廣巳（研究員•関西大学商学部教授）
(W)電子商取引の視点から
司会
小田 正雄（主幹•関西大学経済学部教授）
報告者・テーマ
名和 小太郎（研究員•国際大学客員教授）
「電子商取引における自由と信頼
一技術者の視点一」
隈元 昭（研究員•関西大学工学部教授）
「ネットワークを介したビジネスを支える
WEBサービス基盤技術とビジネス統合」
廣瀬 克哉（研究員・法政大学法学部教授）
「電子商取引をめぐる制度整備の動向と
政府の役割について」
参加者 31名
開催日 2005年2月18日（金）
場所児島惟謙館第2会議室
報告者・テーマ
ペータースコーネヴィレ (EU欧州委員会）
「TaxCompetition and Financial Transaction」
コメント
村井 正（関西大学法学研究所学術フロン
ティア推進事業主幹・法学部教授）
司会鶴田廣巳
（関西大学法学研究所学術フロンティア推
進事業研究員・商学部教授）
参加者 24名
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学術フロンティア「国際金融革命と法」は、
我が国の金融革命を中心としだ法学・経済学
的分析を主目的とする。それと同時に、本プ
ロジェクトは政策研究であるから、能う限り
実際の政策提言の可能性を探ることを意識し
た。その為には、できるだけ具体的な制度設
計をとりあげて議論の対象とすることが望ま
しい。今回、現在進行中である名護金融特区
を題材に国際シンポジウム「名護金融特区の
現状と展開」を開催することとしたのも、そ
のような趣旨からである。
金融特区の狙いは、租税特別措置をはじめ、
法的インフラストラクチャーを媒介として金
融機関等の誘致をはかり、雇用創出に寄与す
ることにある。名護市長は、一つの成功モデ
ルとして、アイルランドのダブリン・ドック
を考えておられたことは確かである。ダブリ
ン・ドック成功の要因は複数考えられるが、
最大の原因は、思い切った優遇税制にあった
ことは、私どものダブリン調査報告（『名護
金融特区の現状と展望』関西大学法学研究所
に収録）からも明らかである。
そこで、シンポジウムの一つの論点は、そ
うした金融取引を過度に吸引する税制（名護
特区における租税特別措置がそれにあたると
は到底思われないが）は、「有害な租税競争」
を構成すると EU及びOECDは断じ、抑制
的スタンスを示していることを「名護」との
関連でどう見るかということである。そこで、
「有害な租税競争」という論点について、対
照的なスタンスをとっている諸国（ルクセン
ブルグ、アイルランド等）及び諸機関 (EU、
OE CD)からスピーカーを招いて、議論す
ることが有用であると考えそのように準備を
行った。しかしながら、諸般の事情により、
7月3日のシンポジウムには「租税競争」促
進派および規制派のどちらも招へいする事が
かなわないこととなった。幸いにして、本年
2月にはEU・ 欧州委員会からペーター・ス
コーネビレ氏を招へいすることができた。 7
月と 2月のシンポジウムおよび研究会が一体
として捉えられることによって、本シンポジ
ウムは一応の体裁を整える。
EU直接税担当者スコーネビレ氏の報告は、
「租税競争」の過去・現在・将来についてポ
イントを絞ったもので、本シンポに貢献する
ところ大である。 EU域内での租税競争の問
題は結局優遇税制に関するものであるが、こ
れはEUではすでに解決済みで今や一般税制
の問題に移行している段階であるというのが
氏の認識である。
名護特区の目玉の一つが「キャプティブ保
険」にあるものと考え、大垣教授と辻氏にそ
の制度設計に係る報告をお願いした。実務経
験豊富な大垣教授からの包括的報告「ビジネ
スモデルの可能性」に対して、それに十分に
答える形での報告とはならなかったかも知れ
ないが、辻氏の「キャプティブ保険課税」は
学術的には一定の評価に値する貴重な業績で
あろう。
アジア共通債券市場、アジア共通通貨、ア
ジア通貨バスケット、 APEC共通通貨単位
等の構想が名護金融特区との関連で提起され
ている。これらの構想に関して、近藤健彦教
授によって欧州通貨統合のプロセス等も掛酌
しつつ提言され、その後アジア債券市場を中
心に横山教授が実証的に補充報告を行った。
滝川報告は、名護を我が国の金融規制改革
特区ととらえ、金融規制の実験の場とし、成
功すれば日本全体に広げればよいとする。銀
行規制を中心にアメリカとの比較分析を行っ
た示唆に富む報告である。
最近の情報（沖縄タイムズ 2005年3月25
日）によれば、名護金融特区における認定企
業は創設3年目にもかかわらずその実績が伸
びていないようである。このことは、構想・
提案の豊富さに対して特区を取り巻く現行法
制の吸引力の乏しいことが原因であるように
思われる。折角スタートした特区を生かそう
と思えば、政府は、諸要件を緩和するなどの
思い切った措置を採ることが望ましい。
本シンポは必ずしも十分とは思わないが、
「金融特区」の一面を明らかにすることがで
きたと思う。本シンポジウムの成果について
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一定の評価が得られるとすれば、それはひと
えに研究報告を引き受けて下さった方々のお
陰である。また、運営面についてサポートし
て頂いた法学研究所事務室をはじめとする
方々に感謝の意を表して、本シンポジウムの
紹介とする。
関西大学・漢陽大学校
第7回国際研究交流シンポジウム
開催日 2004年10月18日（月） ---19日（火）
場所第1学舎B201教室、法文会議室、
児島惟謙館会議室
全体テーマ
「今日的課題における日韓法政システムの
多様性と共通性』
基調講演
「韓国における環境訴訟—ーセマングム訴
訟を中心に一—廿
報告金 i弘均（漢陽大学校）
討論竹下 賢（関西大学大学院
法務研究科教授）
孝忠 延夫（関西大学法学研究所
研究員・法学部教授）
李元雨（漢陽大学校）
趙泰清（漢陽大学校）
10月18日（月）
第 1分科会 「環境と法」
司会池田敏雄
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
報告者・テーマ
亀田健二
（関西大学法学部・大学院法務研究科教
授）
「日本における環境法の現代的課題」
趙泰清（漢陽大学校）
「韓国河川法の現況と課題」
討論竹下 賢
（関西大学大学院・法務研究科教授）
第2分科会 「日韓における法と政治」
司会慎鍋俊二（関西大学法学部教授）
報告者・テーマ
小泉 良幸（関西大学法学部教授）
「改憲論における『憲法』観」
朴鍾普（漢陽大学校）
「輯国大統領弾劾事件の経過と適用法理」
-97-
討論慎鍋俊二（関西大学法学部教授）
第3分科会 「ビジネスと法」
司会大和正史（関西大学法学研究所学
術フロンティア推進事業研究員・大学院
法務研究科教授）
報告者・テーマ
上田 真二（関西大学法学部専任講師）
「日本における現代的諸課題と証券法理」
張根榮（漠陽大学校）
「経営監督機能の強化に関する考察」
討論李哲松（漢陽大学校）
第4分科会 「生命テクノロジーと法」
司会石橋章一朗
（関西大学法学部専任講師）
報告者・テーマ
葛原力三
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
「クローン技術規制法とヒト・クローン個
体産生の禁止」
討論石橋章一朗
（関西大学法学部専任講師）
参加者 47名
10月19日（火）
第 1分科会 「環境と法」
司会亀田健二（関西大学法学部・
大学院法務研究科教授）
報告者・テーマ
池田敏雄
（関西大学法学研究所主幹・法学部教授）
「循環型社会における環境法政策」
李元雨（漢陽大学校）
「NGOの原告適格」
討論磯村篤範（関西大学法学研究所委
嘱研究員・大阪教育大学教育学部教授）
第2分科会 「日韓における法と政治」
司会慎鍋俊二（関西大学法学部教授）
報告者・テーマ
大津留（北川）智恵子
（関西大学法学研究所幹事・法学部教授）
「国際政治におけるNGO:国家と市民社
会における補完／協働」
陰善澤（順天郷大学校）
「韓国の選挙制度」
討論安武真隆（関西大学法学部助教授）
第3分科会 「ビジネスと法」
司会大和正史（関西大学法学研究所学
術フロンティア推進事業研究員・大学院
法務研究科教授）
報告者・テーマ
大和 正史（関西大学法学研究所学術フロ
ンティア推進事業研究員・大学院法務研
究科教授）
「日本における会社法の今日的課題」
諸哲雄（漢陽大学校）
「保証保険契約に適用される保証の法理」
討論三島徹也（近畿大学法学部助教授）
第4分科会 「生命テクノロジーと法」
司会石橋章市朗
（関西大学法学部専任講師）
報告者・テーマ
佐藤やよひ（関西大学法学部教授）
「国境を越える生殖医療と法例」
鄭圭源（漢陽大学校）
「補助生殖術の法的問題」
討論石橋章市朗
（関西大学法学部専任講師）
参加者 62名
2004年10月18日および19日の両日にわたり、
国際学術交流協定締結校である韓国の漢陽大
学校と、第7回国際学術研究交流シンポジウ
ム「今日的課題における日韓法政システムの
多様性と共通性」を開催した。 1997年に漢陽
大学校と国際交流協定を締結して以来、 1. 
2年おきに、国際シンポジウムが日本と韓国
で相互に開催されてきた。第7回を迎える今
回は、関西大学・法学研究所主催の下、児島
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惟謙館を主会場として開催された。
韓国側からの出席者は14名にも及び、その
中には漢陽大学校以外の大学からの出席者も
あった。日本側の報告・討論者は15名である
が、そこには他大学の教授も含まれている。
すなわち、本シンポジウムは、従前、漢陽大
学校および本学の法学部・法学研究所のメン
バーが中心となって企画・運営・報告がなさ
れてきたが、法学・政治学の分野において培
われてきた研究交流を基盤としながらも、協
定校たる両校の研究領域全般にわたる全人格
的な交流、ひいては、韓日両国の国際交流と
いう本シンポジウムの意義を再確認するもの
となっている。
今回の基調講演は環境問題に関わるもので
ある。環境問題の展開は日韓共通のテーマで
あり、かつ、その問題指向は共通基盤に基づ
く対話が容易でありながら、日韓各自の独自
性も見られる。こうした中にあって、漢陽大
学校・金i弘均（キム・ホンギュン）教授の基
調講演「韓国における環境訴訟—セマング
ム訴訟を中心に—ー一」は真に貴重であった。
また、各分科会に設定されたテーマ「環境と
法」「日韓における法と政治」「ビジネスと
法」「生命テクノロジーと法」のそれぞれも、
韓日の双方にとり有益なものである。各分科
会においては議論が白熱したことが、その証
左である。本シンポジウムのような地道な文
化交流を重ねていくことこそが、現在陰路に
陥っている日韓両国の親善• 発展に大きく寄
与するものであると信じてやまない。
（後藤元伸）
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2004年度研究活動報告
（研究員の所属等は2004年12月1日現在）
•マンション法研究班
研究課題 マンションの管理と法をめぐる総合的研究
研究員と研究分担
主 幹月岡利男（法学部教授）
総括・建物の区分所有に関する法理論上の研究
研究員伊室亜希子（法学部専任講師）
マンション管理と先取特権をめぐる法律問題――—立法問題を含む――­
研究員馬場昌子（工学部専任講師）
居住者の高齢化と居住環境整備に関する実証的研究――一実態調査を含む―
委嘱研究員 関根幹雄（弁護士）
マンション区分所有者間の権利と義務
委嘱研究員 高森八四郎（甲南大学法科大学院教授）
管理規約の法的拘束力の範囲と限界
委嘱研究員 平田 陽子（京都光華女子大学短期大学部教授）
マンションの居住者の意識と管理と生活ルール
1 定例研究会
当年度の定例研究会は、第12回 (2004年5
月29日）、第13回 (2004年1月27日）の 2回
にわたって行われた。第12回定例研究会では、
國井和郎教授（大阪大学）による「マンショ
ン建設による風害をめぐる裁判例」、岡田愛
氏（関西大学）による「マンションにおける
瑕疵と錯誤」の両報告をめぐって議論が行わ
れ、また、第13回定例研究会では、加藤雅信
教授（名古屋大学）による「所有権の構造・
共同所有・区分所有権」、土井俊平氏による
「区分所有法65条所定の団地関係の成否」に
関する各報告をめぐって論議が交わされた。
國井報告は、マンション建設に伴う生活妨
害型公害の処理傾向を、日照・通風阻害なら
びに風害の各裁判例の検証を通して明らかに
しながら、大阪地裁平成13年1月30日判決
（判時 1802.5)の詳細な検討を試み、そのあ
るべき方向性を示唆するものである。なお、
同判決は、高層マンションの建築がその後の
近傍の風環境を悪化させて、その程度が社会
的相当性を逸脱しかつ受忍限度を超えると評
価されるときには、違法であり不法行為に該
当すると判断し、慰謝料請求を認めた事例で
あるが、報告は、交渉過程で作成された協定
書によって因果関係の証明責任を転換したこ
とを特筆すべきとしながら、転居を余儀なく
された被害者への慰謝料が少額に止まり、ま
た、地価下落との因果関係に関する被害者の
主張を簡単に退けた点に問題を残したと指摘
している。
岡田報告は、マンション居室の直下にある
給水ポンプ室の振動騒音によって生活妨害を
被ったとする購入者の主張を入れて、契約に
錯誤があったとしてその清算を認めた大阪高
裁平成12年12月15日判決（判時 1758.58)を
素材にして、売買目的物の性状の錯誤の処理
をめぐって、動機の錯誤として契約の無効を
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導いた判決の是非を批判的に検討するもので
ある。
加藤報告は、当研究会の悼尾を飾るに相応
しいテーマの下に、建物区分所有権の法律構
成に改めて焦点を当てるものである。報告は、
第1部所有権とは。第2部共同所有の3
形態―総有、合有、共有。第3部 区分所
有権とは、と展開され、歴史的、地理的規模
のスケールをもって、所有ないし所有権事実
を摘示することによって常識化された所有権
概念を震撼させ、区分所有権の法律構成を再
度検証する必要とその方向性を示唆するもの
である。
土井報告は、福岡高裁平成15年2月13日判
決（判時 1828.36) に基づいて、区分所有建
物の団地関係の成否の判断に関する問題点を
提示する。一筆の土地に 9棟の区分所有建物
を建築する予定で開発が行われたものの、最
後の2棟が未だスケルトン状態のまま分譲が
中断している場合に、分譲済の区分所有者か
•大都市圏選挙研究班
らなる管理組合の開発業者に対する管理費用
の分担請求の是非を問うものである。報告は、
敷地の共有関係を前提として建物の区分所有
者間に団地関係の成立を肯定しながら、未完
成建物間に管理費用を負担し合う関係は認め
ず（その意味では団地関係の成立は否定され
る）、両者の関係を当事者間に締結されてい
た、未分譲建物の敷地使用に関する協定に基
づいて処理される余地が残されているに過ぎ
ないとする。
2 区分所有法・判例便覧の作成
建物区分所有法の各法条を適用した従来の
先例を集め、その要旨を作成するとともに、
各適用条文ごとに分類・整理し、建物区分所
有法の現況を明らかにすることを目的とする
作業であり、本研究班の研究期間の終了時に
発刊予定の研究叢書に登載する予定である。
（月岡利男）
研究課題 大都市圏における首長選挙をめぐる政治過程の総合的研究
研究員と研究分担
主 幹森本哲郎（法学部教授）
総括•大都市政党の組織構造と選挙
研究員土倉莞爾（法学部教授）
大都市首長選挙の比較史的考察
研究員名取良太（総合情報学部助教授）
大都市圏自治体における政策過程と選挙政治
委嘱研究員 松並潤（神戸大学大学院国際協力研究科教授）
大都市圏政治行政における政策イデオロギー・大都市圏制度と選挙政治
委嘱研究員 村上弘（立命館大学法学部教授）
大都市圏における「首長一議会関係」と選挙政治
今年度は研究班（第2期）の 2年目となり、
第1期から 4年間続けてきた共同研究の最終
年度に当たる。昨年度の「活動報告」でも述
べたように、第2期においては、地方自治体
職員、議会・政党関係者、また大都市圏政治
の観察を続けているマスメデイア関係者を対
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象とした調査（ヒアリングを含む）に力点を
置く研究を計画していた。放置すれば散逸す
る草の根政治に関する資料の蓄積に努め、こ
の共同研究終了後の研究展開にも繋がるよう、
研究の持続性を重視したいという意図からで
ある。
この計画に沿って、今年度は以下のように
3回の定例研究会を開催した。
第13回定例研究会 (2004年5月8日）
「2004年大阪府知事選挙ーその結果と特
徴について一」
（報告者：関西大学法学部助教授、小西
秀樹氏）
「太田府政における首長一議会関係」
（討論者：関西大学法学部専任講師、石
橋章市朗氏）
第14回定例研究会 (2004年11月138) 
「2002年尼崎市長選挙とその後の市政運
営」
（報告者：神戸新聞・社会部記者、小森
準平氏）
第15回定例研究会 (2005年3月1日）
「第2期における研究成果の概要」
（研究班構成員全員）
「第2期研究叢書の編集について」
これまでの活動報告でも述べたことだが、
定例研究会は、主に大阪大都市圏を想定しつ
つ、①事例報告による具体的事実の共有、な
らびに②地方政治を説明する様々な理論的試
みの検討、という二つの目的を狙いとしてい
る。第13回研究会では、①と②の両方の観点
から、 2004年2月の大阪府知事選挙をめぐっ
て、地方政治研究にも造詣の深い2人の方に
それぞれ報告と討論をお願いした。小西氏の
報告では、同選挙の選挙過程とその結果につ
いて、再選を目指す現職（太田知事）と府議
会各政党間の微妙で入り組んだ関係を解きほ
ぐし、説得力ある説明が行われた。これを受
けて討論者の石橋氏は、前回知事選での選挙
戦の構図とそれに規定された第 1期太田府政
下の政策展開を詳細に分析し、知事の再選戦
略を明快に説明した。いずれも碑益するとこ
ろの大きい報告・討論であり、続いて行われ
た質疑応答も熱のこもったものとなった。
第14回研究会では、 2002年11月に行われた
尼崎市長選挙とその後の市政について、市長
選挙の前から最近まで神戸新聞社（阪神総
局）の記者として尼崎市政を担当されていた
小森準平氏に報告いただいた。共産党を除く
オール与党体制で固い組織票に支えられてい
るはずの現職候補が、過去最低の投票率にも
かかわらず、純粋無党派の女性新人候補に
「よもや」の敗北を喫した選挙である。この
選挙とその後の市政運営について、現場での
豊富な取材を踏まえた観察者ならではの、剌
激的で貴重な情報と分析を聞くことができた。
これまた、神益するところの大きい報告であ
り、活発な議論が交わされた。第15回研究会
では、第2期の締めくくりとして、研究班構
成員から、それぞれの研究成果の概要が報告
され、これを受けて、『研究叢書』（第2期）
の編集方針について意見交換がなされた。
なお、この間、 2005年1月22日に法学研究
所主催の第35回シンポジウム『都市計画の新
動向』が開催された。主題の近接性から、当
研究班としても企画段階から積極的に協力を
行ったことを付言しておきたい。
（森本哲郎）
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•マイノリティ研究班
研究課題 アジアの国民統合とマイノリティ
研究員と研究分担
主 幹吉田徳夫（法学部教授）
総括•日本におけるマイノリティ
研究員孝忠延夫（法学部教授）
マイノリティ論
研究員今西康人（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
日本・輯国におけるマイノリティの法的地位に関する調査・研究
委嘱研究員 浅野 宣之（聖母女学院短期大学助教授）
インドにおける自治と分権
委嘱研究員 宇田川 幸則（名古屋大学法政国際教育協力研究センター助教授）
中国法と国民統合
委嘱研究員 園分典子（愛知県立大学文学部教授）
韓国における人権思想
委嘱研究員 西澤希久男（高知県立高知短期大学講師）
タイにおける固有法と近代化
委嘱研究員 四本健二（名古屋経済大学法学部助教授）
カンボジア憲法と国家形成
委嘱研究員 M. カマル．ゲイ（財団法人 地球環境戦略研究機関 (IGES)研究員）
インドネシア国家とNGO
マイノリティ研究班は、 2年前の4月から
研究活動を開始し、 2004年度も引き続き以下
のような研究活動を展開した。
2004年5月22日（於関西大学児島惟謙館）
Matthew Linley (名古屋大学CALE研究員）
「Modernityand the Creation of Okinawa 
Identity」
2004年6月26日（於関西大学児島惟謙館）
熊谷明泰（外国語教育研究機構教授）
「植民地時代おける朝鮮の国語政策」
2004年11月6日（於関西大学児島惟謙館）
宇田川幸則（名古屋大学法政国際教育協
カ研究センター助教授）
「中国の死刑制度」
2004年12月18日（於関西大学児島惟謙館）
チミット（上海交通大学法学院助教授）
「中国における少数民族をめぐる諸問題」
2005年2月19日（於関西大学児島惟謙館）
四本健二（名古屋経済大学法学部助教授）
「カンボジアにおける人身売買」
浦興祖〔Pu Xingzu〕
（復旦大学教授• 関西大学交換研究者）
「現代中国の政治制度」
2005年3月6日（於高知県立高知短期大学）
竹中千春
「イスラム法における離婚」
桑原尚子
「サバルタン研究」
マイノリティ研究班は「アジアの国民統合
とマイノリティ」を研究課題として、本年度
も上述の報告を得てきた。地域も研究方法も
多様な研究報告であるが、沖縄をはじめとし
て、アジア各国の諸問題を取り上げてきた。
Matthew Linley「Modernity and the 
Creation of Okinawa Identity」は沖縄の歴史
を点検しながら、現在の本土と沖縄との関係
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の起源を探り、明治の琉球処分に求めるとい
う研究をまとめられた。熊谷明泰「植民地時
代おける朝鮮の国語政策」は、第二次世界大
戦末期の総督府の国語政策を、新たに韓国で
発見された資料に基づいて考察を深められた
発表であり、韓国・朝鮮人に対する徴兵制度
との関連において考察された。宇田川幸則
「中国の死刑制度」は、新たに中国で入手さ
れた中国における死刑執行件数の頻度に注目
しながら、その背景を探るという研究であっ
た。チミット「中国における少数民族をめぐ
る諸問題」は、多民族国家である中国におい
て少数民族に対する保護政策を点検しながら、
また中国人の少数民族地域への移住政策を取
り上げられた。四本健二「カンボジアにおけ
る人身売買」は、内戦以来、カンボジアでの
人身売買の例を検討され、また広く東南アジ
ア各地に見られる人身売買に関しても研究会
で話題となった。浦興祖「現代中国の政治制
度」は49年革命以来の中国の政治制度の変遷
●環境政策研究班
研究課題循環型環境政策の実証的研究
研究員と研究分担
主 幹池田敏雄（法学部教授）
総括・循環型社会における循環基本法論
研究員後藤元伸（法学部教授）
循環型社会における不法行為責任法論
研究員和田安彦（工学部教授）
循環型社会と廃棄物処理法論
を振り返られた研究であり、中国の政治制度
の近代化への課題を明らかにされた。
12月には東南アジアのタイ国へ出かけ、タ
マサート大学とチュラロンコン大学の研究者
と交流を重ねた。同時にタイ国の人権委員会
を訪問し、タイ国政府が制定した人権委員会
に関する法律に関して論議を重ねた。また3
月には高知県で、竹中千春と桑原尚子の両氏
を招いて研究会を開催した。竹中千春「イス
ラム法における離婚」は宗教と法律の未分離
の中で、女性の法的な地位をマレーシア法の
近代化の中からその地位向上の跡を明らかに
された。桑原尚子「サバルタン研究」は、イ
ンドの民主化の中で顧みられなかったインド
の下層民衆に対する知識人の研究を取り上げ
られた。
2005年度で一応、マイノリティ班の活動は
予定を終えるが、年度末の活動報告書の作成
に向けて準備を進めたい。
（吉田徳夫）
委嘱研究員 磯村篤範（大阪教育大学教育学部教授）
循環型社会における国・地方・住民の協働関係論
委嘱研究員 佐伯 彰洋（同志社大学法学部教授）
循環型社会と環境行政計画法論
2003年4月に発足した環境政策研究班は、
2004年度は 2年目に当たり、研究員各自がこ
れまでに収集した国や地方自治体の環境政策
にかかる資料や実態調査の成果を分析・検討
し、研究班としての第 1期の取りまとめ作業
に着手した。本研究班は、「循環型環境政策
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の実証的研究」をテーマとして掲げ、 21世紀
における持続的発展が可能な循環型社会を形
成するために国や地方自治体がどのような環
境政策を推進すべきかを、国や地方自治体の
現下の環境政策を実態把握し、比較法的視点
も踏まえて分析・検討することにより、循環
型社会形成に役立つ環境法制のあるべき方向
性を提言することにある。
2005年度中に、研究員各自がそれらの提言
を論考として取りまとめ、法学研究所の「研
究叢書」として刊行する予定である。
2004年度に、環境政策研究班が行った研究
会等の研究活動は、次の通りである。
第1回研究会 2004年5月88 (土）
今年度の研究計画についての打合せ・検
討（同時に、主幹から2004年3月に実施
されたAustralia環境調査報告が行われ
た。）
第2回研究会 2004年6月12日（土）
テーマ：「アメリカにおける土壌汚染浄
化政策の新展開ーブラウン・フィールド
新法の意義一」
報告者：黒坂則子（同志社大学大学院）
第3回研究会 2004年7月3日（土）
テーマ：「循環型社会形成への環境対策
の課題」
報告者：和田安彦（本研究班研究員・エ
学部教授）
第4回研究会 2004年10月28 (土）
テーマ：「産業廃棄物施設における情報
公開と個人情報の保護」
報告者：佐伯彰洋（本研究班委嘱研究
員・同志社大学教授）
第5回研究会 2004年12月11日（土）
テーマ：「わが国における環境政策の今
日的課題」
報告者：愛知和男（本学客員教授・元環
境庁長官）
第6回研究会 2005年2月198(土）
韓国環境調査計画について
第7回研究会 2005年3月11日（金）
韓国環境法学会シンポジウムに参加・報
告するための資料等についての検討・意
見交換
第8回研究会 2005年3月268(士）
テーマ：「日独の環境対策比較」
報告者：中野加都子（神戸山手大学助教
授）
以上のほか、本年度は、韓国環境法学会か
らの招きがあり、 3月14日（月）---17日（木）
の間、後藤（研究員）、磯村（委嘱研究員）、
佐伯（委嘱研究員）、池田（主幹）の 4名が
韓国Seoulに赴いて、韓国環境法学会シンポ
ジウム「北東アジアの環境政策と法制の動
向」に参加した。 3月16日（水）午後の同シ
ンポジウムでは日中韓三国の研究者がそれぞ
れ研究報告を行い、討論・意見交換を行った。
本研究班からは「日本における地方自治体に
よる温暖化対策について 大阪府の新しい
施策を事例として一」（報告者・池田）を
テーマとして、 2005年2月に発効した京都議
定書の温室効果ガス削減目標値達成のための
施策の一端を報告した。
同シンポジウム参加のための訪韓に併せて
行った実態調査としては、 3月15日（火）の
午前にSeoul市瑞草区を訪ねて、趙南浩鵬長
（市長）から直接、地方自治における循環型
社会を目指した環境施策の現状及び課題、将
来の目標について説明を受けた。午後は環境
部に赴き、郭決鍋長官（大臣）を表敬訪問し
た後、実務担当課長らと資料に基づき意見交
換を行った。 3月16日（水）午前の環境財団
訪問では、崖烈代表から韓国環境NPOの生
い立ちゃ活動の現状について説明を受け、意
見交換を行った。
（池田敏雄）
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●学術フロンティア推進事業 研究プロジェクト名「国際金融革命と法」
文部科学省学術フロンティア推進事業『国
際金融革命と法』は2000年から2004年までの
5年間にわたるプロジェクトであり、国際金
融をめぐる動向とその法的問題を検討するこ
とを目的とするものである。本事業は金融法
学研究班、金融研究班、国際課税研究班、国
際資本移動・電子商取引研究班の4班によっ
て構成・推進され、各班研究員がそれぞれの
テーマを担当している。最終年度にあたる
2004年度においては、各班の個別テーマを全
体のテーマである「国際金融革命と法」に収
敏させることに重点を置き、最終報告書を取
りまとめる作業を積極的に行った。
1 各研究班の研究テーマ・研究員・研究分担
(1) 金融法学研究班
研究テーマ
「金融持株会社をめぐる法規制、商事信託
をめぐる法規制、金融取引の法）レールに関
する研究」
主幹 早川徹
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
総括•金融取引に関する法ルール
商事信託をめぐる法規制
研究員 大和正史
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
金融持株会社をめぐる法規制
研究員 滝川敏明
（大学院法務研究科（法科大学院）教授）
金融持株会社をめぐる法規制
学外研究員石田慎得
（大阪府立大学経済学部助教授）
金融市場に関する研究
学外研究員小櫻 純
（神戸学院大学大学院実務法学研究科
教授）
商事信託をめぐる法規制
学外研究員後藤紀一
（広島大学大学院法務研究科教授）
金融取引に関する法ルール
学外研究員泉水文雄
（神戸大学大学院法学研究科教授）
金融持株会社をめぐる法規制
招へい研究員 Ursula Shibumi Eisele (弁護士）
ドイツにおける投資資本会社の研究
(2) 金融研究班
研究テーマ
「金融・証券市場に関する総合的実証研究」
主幹 宇恵勝也（商学部教授）
総括・マクロ経済動学の分析手法を用いた
金融分析
学外研究員足立光生
（名古屋商科大学会計ファイナンス学
部助教授）
経済工学モデルによる金融市場分析
学外研究員忽那憲治
（神戸大学大学院経営学研究科助教授）
ベンチャー・ファイナンスに関する分析
学外研究員篠 秀一
（積水化学工業（梱コーポレートコミュ
ニケーション部・ IRグループ長兼経
営管理部）
エクイティ・ファイナンスに関する制度分析
学外研究員藤原賢哉
（神戸大学大学院経営学研究科教授）
金融・ 資本市場の効率性に関する分析
学外研究員松尾順介
（阪南大学経営情報学部教授）
社債市場における諸課題の分析
招へい研究員 Paul Beaudry 
(University of British Columbia 
Department of Economics Professor) 
リスクと流動性の経済分析
(3) 国際課税研究班
研究テーマ
「金融資産の証券化に関する課税問題、金
融取引を中心とするタックス・シェルター、
グローバル・トレーデイングと電子商取引
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の課税問題に関する研究」
主幹 村井正（法学部教授）
総括•金融資産の証券化に関する課税問題
金融取引を中心としたタックス・シェル
ターの濫用
グローバル・トレーデイングと電子商取引
の課税問題
研究員 鶴田廣巳（商学部教授）
投資ファンド課税の研究
研究員 前川聡子（経済学部助教授）
金融所得 (dualincome)課税の研究
学外研究員 占部裕典
（同志社大学大学院司法研究科教授）
金融取引を中心としたタックス・シェル
ターの濫用
グローバル・トレーデイングと電子商取引
の課税問題
学外研究員岸田雅雄
（早稲田大学大学院ファイナンス研究
科教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
学外研究員谷口勢津夫
（大阪大学大学院高等司法研究科教授）
グローバル・トレーデイングと電子商取引
の課税問題
学外研究員増井良啓
（東京大学法学部教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
グローバル・トレーデイングと電子商取引
の課税問題
学外研究員宮本十至子
（立命館大学経済学部助教授）
金融資産の証券化に関する課税問題
招へい研究員 Justin Dabner 
(James Cook University School of Law) 
金融資産の証券化に関する課税問題
(4) 国際資本移動・電子商取引研究班
研究テーマ
「国際資本移動及び電子商取引に関する理
論的• 実証的研究」
（国際資本移動グループ）
主幹 小田正雄（経済学部教授）
総括•国際マクロ経済学と国際資本移動
学外研究員太田博史
（神戸大学経済経営研究所教授）
直接投資と国際資本移動
学外研究員近藤健児
（中京大学経済学部教授）
国際労働移動の経済分析
学外研究員谷垣和則
（立命館大学経済学部教授）
国際資本移動と貿易政策
招へい研究員 Kar-Yiu・Wong 
(University of Washington (Seattle) 
Department of Economics Professor) 
International Trade and Factor Mobility 
（電子商取引グループ）
研究員 隈元昭（工学部教授）
分散金融情報システム
学外研究員名和小太郎
（国際大学グローバルコミュニケー
ションセンター客員教授）
学外研究員廣瀬克哉
（法政大学法学部教授）
電子商取引のための制度整備
学外研究員堀江康煕
（九州大学大学院経済学研究院教授）
金融市場と国際資本移動
(5) リサーチ・アシスタント (RA)
宮本十至子
（現・立命館大学経済学部助教授）
ンゴイ・ムカデイ
石橋章市朗（現・関西大学法学部専任講師）
溝渕 彰（現・下関市立大学専任講師）
大江一平（現・近畿大学非常勤講師）
藤原拓哉（現・関西大学大学院博士後期課程）
2 2004年度に開催された共催の研究会・シ
ンポジウム
(1) シンポジウム「名護金融特区:国際金融
革命と法」が2004年7月3日と 4日に開催さ
れた：：： 3日は「名護金融特区の現状と展望」
というテーマで、金融の専門家および名護市
金融特区の実務担当者による「名護市の金融
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センター」、「名護金融特区とアジア債券市場
構想」、「ビジネスモデルの可能性」、「銀行規
制と市場規律」、「アイルランドのIFSCはな
ぜ成功したか」といった各論点をめぐる活発
な議論を行った。 4日は「国際金融革命と
法」というテーマで、金融法学、金融、国際
課税、国際資本移動・電子商取引の各研究班
がそれぞれの立場からの報告を行った。
(2) 上述の国際シンポジウムは諸般の事情に
より、欧州からの報告者の出席を得ることが
できなかった。そこで、 2005年2月18日に
「租税競争と金融取引」というテーマで再び
国際シンポジウムを開催し、 EU委員会の直
接税担当官であるPeterSchonewille氏を招請
して「有害な租税競争」に関する欧州委員会
の考え方について活発な議論を行った。
3 各研究班による個別の研究会
(1) 金融研究班では、宇恵勝也主幹が「金融
と課税の法学的・経済学的分析」および「金
融と課税の法学的・経済学的分析 (II)」と
いうテーマで報告を行った。
(2) 国際課税研究班では、 Christopher J. 
Sp巧sak氏（カナダ・アルバータ大学助教授）
が「カナダにおける法人税• 所得税統合—­
金融課税との関連で一—-」というテーマで、
また、賀連堂氏（中華人民共和国国家税務総
局国際税務司避税虐虐長）をはじめとする中
国の税務当局担当者が「中国における移転価
格税制及び中国税法の諸問題」というテーマ
で報告を行った。また、上述のPeterSchonewille 
氏が「EU域内におけるクロス・ボーダー企
業年金の課税に関する調整」というテーマで
報告を行った。
(3) 国際資本移動・電子商取引研究班では、
大東一郎（東北大学国際文化研究科助教授）
「経済発展の動学分析」、伊ヶ崎大理（熊本学
園大学専任講師）「R&D、人的資本、および
環境汚染を伴う内生的経済成長モデル—規
模の効果を排したモデルによる理論分
析ー 一」、 KazMiyagiwa (Professor of Eco-
nomics, Em叩 University,USA)およびSajal
Lahiri (Vandeveer Professor of Economics, 
Southern Ilinois University, USA) "Globaliza-
tion and Environment in the Presence of 
Cross-border Pollution"、SavasAlpay (Asso-
ciate Professor of Economics TOBB Economy 
and Technology University Ph.D < Johns 
Hopkins University >)により "Environmen-
tal Regulations, International Trade, Innovation 
and Strategic Behavior"、RonaldJones (Xerox 
Professor of Economics, University of Roches-
ter)"Protection and Real Wages: The Risto巧
of an Idea"といった各論者による報告がなさ
れた。
以上のように、 2004年度においては、本プ
ロジェクトの最終年度にふさわしい多くの成
果が発表された。各シンポジウム・研究会の
内容は本プロジェクトの最終成果報告書およ
びプロシーデイングスに掲載予定である。
（村井正・大江一平）
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